
（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

○

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

団体名 業種名 事業名 施設名

ひたちなか市 水道事業 ― ―

取組事項 （水道事業）広域化等

実施済
事業統合

施設の
共同設置

実施予定

平成

施設管理の
共同化

管理の一体化

年 月 日

検討中 ○
　窓口，検針，収納などの営業業務や，薬
品などの共同購入等の形態について検討
を進めている段階である。

　県が行っているアンケートや検討会により，他市町村の現況や意向を確認して
いる状況である。
　営業業務におけるシステムの統一化や人員配置，共同購入等においては一つ
の市町村（幹事）の負担が増加する可能性がある。

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成30年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

年 月 日

検討中

平成

21 4 1

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

実施済 ○
運転，保守点検，設備補修，物品管理調
達，エネルギー管理，水質分析関連業務，
緊急時の対応及び臨機の処理の包括的委
託

処理場の放流水質基準及び脱水汚泥
含有率についての設定基準値の遵守

実施予定

○

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

団体名 業種名 事業名 施設名

ひたちなか市 下水道事業 公共下水 ―

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成30年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （左記で「⑦その他」となっている場合の詳細）

（今後の経営改革の方向性等）

隣接する公共下水道の経営体制・手法を踏まえつつ検討する。

・ ⑤事業の規模が小さく、人員が少ない等の理由から抜本的な改革の検討に至らないため

・

・

○

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

団体名 業種名 事業名 施設名

ひたちなか市 下水道事業 特定環境下水 ―

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成30年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （左記で「⑦その他」となっている場合の詳細）

（今後の経営改革の方向性等）

○

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

団体名 業種名 事業名 施設名

ひたちなか市 下水道事業 農業集落排水 ―

施設の更新による支出の増加,地区内高齢化のため人口減少による使用料収入の減少が想定されるが事業の性質上,事業廃止をすることは難しいことが現状である。
平成３０年度は機能診断調査,次年度以降に最適整備構想を実施し経済性の高い効率的な運営を行っていく。
収入面においては使用料金見直しの検討,未接続世帯に対して接続を働きかけ使用料収入を増やしていく必要があると考える。

・ ⑤事業の規模が小さく、人員が少ない等の理由から抜本的な改革の検討に至らないため

・ ④知見やノウハウ不足により抜本的な改革の検討に至らないため

・  

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成30年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （左記で「⑦その他」となっている場合の詳細）

（今後の経営改革の方向性等）

　市施行7地区中5地区については，事業見直しにより事業費の削減と事業期間の短縮を実現した。残りの2地区についても平成30年度の事業見直し完了を図るため，関係機関協議等を進めて
いる。なお，見直し後の事業推進にあたり，地価下落により生じる資金不足については，適正額を一般会計から繰入れ早期の事業完了を図る。

・ ⑦その他

社会経済情勢の変化により，事業が成り立たなく
なっていることから，全体事業費の抑制，事業期間
の短縮及び財政収支の改善を図るべく，抜本的な事
業見直しに自ら取り組んでいるため。

・

・

○

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

団体名 業種名 事業名 施設名

ひたちなか市 宅地造成事業 その他造成 ―

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成30年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （左記で「⑦その他」となっている場合の詳細）

（今後の経営改革の方向性等）

市場事業の根幹となる魚市場使用料の増大のためには，取扱量及び取扱金額を増やすことが必要であることから，廻船誘致を含めた水揚げ量増大対策や買受人の強化を図るとともに，経営
状況及び施設の老朽化等の課題を明らかにしたうえで，今後の市場の在り方について専門家の意見を聞きながら魚市場委員会を含めた関係機関で総合的に検証していきたい。

・ ③抜本的な改革の方向性について検討の前段階にあるため

・ ④知見やノウハウ不足により抜本的な改革の検討に至らないため

・ ⑤事業の規模が小さく、人員が少ない等の理由から抜本的な改革の検討に至らないため

○

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

団体名 業種名 事業名 施設名

ひたちなか市 市場事業 ― ―

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成30年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （左記で「⑦その他」となっている場合の詳細）

（今後の経営改革の方向性等）

・ ⑥清算及び地方債の償還のみを行っている事業のため（いわゆる想定企業会計）

・

・

○

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

団体名 業種名 事業名 施設名

ひたちなか市 駐車場整備事業 ― ―

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成30年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性


